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研究成果の概要（和文）： 

 本研究では、サービス業の国際化（貿易や直接投資）の実態と、その産業・企業レベルの生
産性への影響を分析した。サービス業の国際化は継続的に進展しているものの、諸外国での国
際化スピードに比べて格段に遅く、また、国際化が国内産業や企業の生産性向上に結び付いて
いるという明確な結果は見いだせなかった。高生産性企業は国際化による正の効果を受けてい
る可能性が確認される一方、多くの低生産性企業が国際化の恩恵を受けられないままに市場に
滞留している実態が明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This study examines the advance in internationalization (cross-border transactions 
and foreign direct investment) in the services sector in Japan and its impact on industry- 
and firm-level productivity. The findings are as follows. First, although the service 
sector in Japan has become increasingly internationalized, the speed of 
internationalization is much lower than that in many other countries. Second, no strong 
evidence for a positive impact of internationalization on the productivity growth of 
domestic firms and industries was found. While firms with relatively high productivity 
growth enjoyed some positive effects from internationalization, many firms with low 
productivity growth remained in the market without receiving a positive effect from 
internationalization. 
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１．研究開始当初の背景 
 日本のみならず、多くの先進国において、
国内総生産に占めるサービス業の割合は 6割

～7 割に達しており、サービス産業の重要性
は非常に高い。にもかかわらず、製造業に比
べてデータの整備が遅れていることや、分析
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の方法論の未発達により、サービス業を対象
とした包括的かつ統計的な研究は極めて少
ない。一方、日本においては、経済産業省が
2006 年 6 月に発表した『新経済成長戦略』の
中で、サービス業の革新（生産性向上）や対
日投資の促進を重要施策に位置づけており、
産業の国際化と同時にサービス業の革新を
通じた経済活性化を目指すという方針が示
された。本研究開始の背景には、非常に重要
な政策課題であるサービス業の国際化や生
産性の向上について、分析のためのデータが
未整備であり、実証分析が非常に乏しいとい
う現状に対する問題意識があった。 
 
２．研究の目的 
 1990 年代は、情報技術の進歩によって、サ
ービスの国境を越えた取引が世界中で活発
化するとともに、サービス業における国境を
越えた企業間の買収・合併なども急増した。
本研究では、産業レベル・企業レベルでサー
ビスの国際化に関するデータを整備して、そ
の実態を把握するとともに、サービスのグロ
ーバル化が国内産業・企業の生産性に与える
影響を実証分析することを目的としている。 
 
３．研究の方法 

本研究では、主に以下の 3つの課題を中心
に分析を行った。 

 
（1）サービス業におけるグローバル化の実
態把握、統計整備 
（2）サービス業のグローバル化が産業レベ
ル・企業レベルのパフォーマンスや雇用に与
える影響の分析 
（3）グローバル化が事業所の立地や地域経
済の雇用に与える影響の分析 
 
 まず、（1）については、政府統計や民間シ
ンクタンクから提供される統計データを利
用して、サービスの国際取引（貿易）、M&A（買
収・合併）を含む対外・対内直接投資の規模
を整理した。（2）については、産業レベルの
分析として、産業連関表や貿易統計、国際収
支統計、JIP データベース等を利用し、サー
ビス業の海外へのアウトソーシングが、国内
の労働需要や生産性に与えた影響を分析し
た。具体的には、海外へのアウトソーシング
が増えることにより、国内の熟練労働需要へ
のシフトが起きているのか、また、国内産業
の生産性向上効果が見られるのか、を統計的
に分析した。企業レベルの分析としては、主
に経済産業省の『企業活動基本調査』個票デ
ータの利用を申請し、企業間生産性格差につ
いて分析を行った。また、外国企業に買収さ
れた後に企業の生産性上昇や雇用・売上の増
加 が み ら れ る の か 、 を 統 計 的                                
に検証した。さらに、外資系企業の参入が、

同一産業に属する国内企業の生産性を押し
上げる効果があるのかどうか、についても、
企業レベルのデータを利用して分析した。
（3）については、総務省『事業所・企業統
計調査』個票データの利用を申請し、事業所
の開設や閉鎖とそれに伴う雇用の変化を産
業別・地域別に分析した。グローバル化の進
展や外資系事業所の参入が同一地域の事業
所の開廃業や雇用創出に与える影響を分析
した。 
 
 このように、本研究では、産業別・企業別
の統計を整備し、それを用いた統計的分析を
中心に行った。 
 
４．研究成果 
本研究の成果を、上記の 3つの課題別にま

とめる。 
 
（1）サービス業におけるグローバル化の

実態把握 
 
日本銀行や OECD、民間のデータベース（ト

ムソン・フィナンシャル社やビューロ・ヴァ
ン・ダイク社の M&A データベースなど）を利
用し、日本と諸外国とのサービス貿易や M&A
件数、日本の対外・対内直接投資規模などの
実態把握を行った。その結果、日本の非製造
業については、国際化の遅れが著しいことが
分かった。日本は、1980 年代は、他の先進国
と比較してもコンピュータや情報サービス
の国際取引が多かったが、1990 年代以降、他
の先進国と比較して、その規模は相対的に縮
小した。つまり、1990 年代後半以降、多くの
先進国でコンピュータ・情報サービス、その
他ビジネスサービスの輸出が拡大したのに
対し、日本のそれは極めて低い伸びにとどま
った。また、輸入や直接投資の受け入れにお
いても、米国と比べて、その増加率は格段に
小さかった。 
特に、1990年代末から2000年代にかけて、

欧米では、コスト削減や効率化のために、サ
ービス業務の海外へのアウトソーシングを
積極的に進めてきたが、日本ではその動きが
鈍かった。また、企業買収についても、国内
企業同士の買収や合併は 1990 年代末以降急
増してきたが、国際的な企業買収・合併は、
欧米諸国と比較して極めて少ない。 
1990 年代末以降、特にサービス業への対日

直接投資が急増してきたが、2000 年代半ばを
ピークに近年減少傾向にある。外資系企業の
参入は雇用や付加価値の増加に寄与してい
るものの、雇用増への寄与は限定的で、付加
価値増への寄与の方が格段に大きいことが
示された。また、このことは、外資系企業は
日本企業に比べて労働生産性が高いことも
示唆している。ただし、特にサービス業にお



 

 

いては外資系企業の参入が多く、雇用増に対
する正の寄与が確認できる。 

以上のように、日本でもサービス業の国際
化の進展はみられるものの、欧米諸国と比べ
てそのスピードは格段に遅く、水準もまだ低
レベルにとどまっていることが示された。 

 
（2）サービス業のグローバル化が産業レ

ベル・企業レベルのパフォーマンスや雇用に
与える影響の分析 

 
＜産業レベルの分析＞ 
産業別に海外からの中間財・サービスの輸

入（オフショアリングと呼ばれる）の大きさ
を計測した結果、中間財の輸入は大幅に増加
してきたものの、中間投入サービスの輸入は
あまり増加しておらず、米国での先行研究や
欧州諸国、韓国などの研究とは対照的な結果
になった。米国の製造業では、中間投入サー
ビスを海外から輸入することにより、国内の
コスト削減や業務の効率化などを積極的に
進め、国内の生産性が高まったという。しか
し、本研究の結果、日本の製造業では、中間
財の輸入（特にアジアからの輸入）は国内の
生産性を高めたが、中間投入サービスの輸入
は国内の生産性に有意な影響を与えていな
かった。ただし、情報サービスに限れば、情
報サービスの輸入比率が高まると生産性も
高まるという関係が見られ、情報サービスの
海外へのアウトソーシングが進めば国内の
生産性が高まる可能性があることが示唆さ
れた。しかし、情報サービスの海外アウトソ
ーシング自体、主要な先進国と比較して低い
水準にとどまっており、パフォーマンス向上
に十分結びついているとはいえない。 

 
＜企業レベルの分析＞ 
 
まず、同一産業内に属する企業間の生産性

格差に関して分析したところ、1990 年代半ば
以降、製造業・非製造業ともに、格差が拡大
傾向であることが示された。製造業では、一
部の高生産性企業（研究開発集約的かつ国際
化も進んでいる企業が多い）が順調に生産性
を上昇させたのに対し、大部分の企業は生産
性上昇が小さく停滞していたことが格差拡
大につながった。しかし、非製造業では、高
生産性企業が生産性を伸ばした一方、低生産
性企業はますます生産性を下げたことによ
って格差が拡大した。なぜ、非製造業で多く
の低生産性企業がさらに生産性を下げたの
か、より詳細な分析が必要であることを示し
ている。 

次に、外資系企業の参入が国内企業の生産
性に与える影響を分析した。外国企業に買収
された国内企業の生産性や収益性を分析し
たところ、外国企業はもともと比較的パフォ

ーマンスのよい日本企業を買収しているこ
とが見いだされた。一方、日本企業は比較的
パフォーマンスの低い日本企業を買収して
いる傾向があり、企業救済的な意味合いが強
いことが見いだされた。また、買収された後
のパフォーマンスについては、国内企業に買
収されても明確な改善が見られなかったが、
外国企業に買収された場合はパフォーマン
スの向上を示唆する結果が得られた。 
さらに、外資系企業の参入が、同一産業に

属する他の国内企業の生産性に正のスピル
オーバー効果をもたらしたかどうかを分析
した。生産性に対する外資のスピルオーバー
効果には、いくつかの経路が考えられる。一
つは、優れた技術や経営ノウハウを持つ外資
系企業が参入することにより、その技術やノ
ウハウを国内企業が学び取って生産性を向
上させる、という経路である。また、外資の
参入によって競争圧力が増した結果、国内企
業の生産性向上努力を促す、という経路があ
る。このような正のスピルオーバー効果が期
待される一方、外資との競争によって国内企
業の市場シェアが縮小したり、生産要素を外
資に奪われるなどの資源配分量の不利益が
生じれば、国内企業の生産性が下がってしま
う可能性もある。本研究では、このようなス
ピルオーバー効果を、経済産業省『企業活動
基本調査』の個票データを利用し、製造業、
卸・小売、情報サービスなどの業種を含む大
規模な企業データに基づいて分析した。その
結果、製造業・非製造業ともに、国内企業の
生産性に対する外資系企業の正のスピルオ
ーバー効果は認められなかった。ただし、企
業固有の属性により高い生産性成長率を実
現している企業は、同一産業の外資系企業か
ら正のスピルオーバー効果を受けているこ
とを示唆する結果であった。さらに、製造業
においては、技術フロンティアから遠い企業
ほど、長期的には外資系企業からの学習効果
によって生産性を向上させる可能性がある
ことが認められたが、非製造業ではこのよう
な効果が認められなかった。つまり、外資系
企業のスピルオーバー効果は産業や企業の
属性に依存して異なり、均一ではないことが
示唆され、正のスピルオーバー効果を実現す
るにはどのような要因が重要であるのか、さ
らなる分析・研究が必要であることが明らか
になった。 
 

（3）グローバル化が事業所の立地や地域経
済の雇用に与える影響の分析 
 
 当課題については、総務省『事業所・企業
統計調査』の個票利用を申請し、2001 年から
2006 年の期間における雇用の創出・喪失、事
業所の開業・廃業を地域別に分析した。製造
業や建設業で雇用の減少が続く一方、サービ



 

 

ス業は雇用が増加しているが、雇用の純増は
新設事業所による雇用創出による部分が大
きい。外資系企業も、特に小売や対家計サー
ビスなどでの新規参入によって雇用創出に
貢献している。 
 ただ、個票申請から入手までにかなりの時
間を要し、当課題に関する研究は 2011 年 6
月 14 日現在で完了していない。今後も、継
続してこの課題には取り組んでいく予定で
ある。 
 
 以上のように、本研究を通じて、サービス
業における貿易や直接投資といった国際化
は継続的に進展しているものの、そのスピー
ドは諸外国と比べて格段に遅いことが示さ
れた。製造業における実証研究から、国際化
と生産性との間には正の関係があることが
期待されるが、本研究では、サービス業に関
してその関係が明確には見いだせなかった。
国際化の水準自体が十分に高くないことに
も起因するかもしれないが、なぜ国際化がパ
フォーマンス向上に結び付かないのか、さら
に掘り下げて研究する必要があろう。ただ、
比較的生産性成長率が高い企業は、外資系企
業の参入によりさらに生産性成長率を高め
ているのに対し、多くの低生産性企業が国際
化の恩恵を受けられないままに市場に滞留
している実態が明らかになった。つまり、外
資系企業の参入は、潜在的に有望な企業に対
しては正の効果をもたらす可能性がある。一
方、低生産性企業の生産性をどのように押し
上げるのか、または低生産性企業が退出せず
に市場に滞留している要因は何か、といった
課題についても、今後取り上げていく必要が
ある。 
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